
新型コロナウィルス感染症に伴う支援策一覧

（事業者向け）
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分類 制度名 主な概要と条件 問い合わせ先

①
無利子・無担保融資

【新型コロナウイルス感染症特別貸付】

コロナの影響で前年比５％以上の売上減少。

貸付額：別枠３億円以内（中小企業）

             別枠6,000万円以内（国民事業）

返済措置：据置期間最長５年

②

無利子・無担保融資

【生活衛生新型コロナウイルス感染症

特別貸付】

※生活衛生関係の事業者

最近1ヵ月の売上高が前年または前々年の同期と

比較して5％以上減少している方

貸付額：別枠6,000万円以内

返済措置：据置期間最長５年

③

無利子・無担保融資

【新型コロナウイルス感染症

にかかる衛生環境激変特別貸付】

※旅館業、飲食店営業および喫茶店営業者

①最近1ヵ月の売上高が前年または前々年の同期に比較して10％

以上減少している

②中長期的に業況が回復し発展が見込まれる

融資限度額：【旅館業】別枠3,000万円

                      【飲食店営業および喫茶店営業】別枠1,000万円

返済措置：7年以内(うち据置期間2年以内)

④

無利子・無担保融資

【コロナ対応マル経融資

（小規模事業者経営改善資金）】

①新型コロナウイルス感染症の影響により、最近1ヵ月の売上高

が前年または前々年の同期と比較して５％以上減少

②商工会議所、商工会または都道府県商工会連合会の実施する

経営指導を受けており、商工会議所等の長の推薦が必要

融資限度額：通常のご融資額 ＋ 別枠1,000万円

返済措置：４年以内（設備資金）／３年以内（運転資金）

            １０年以内（設備資金）／７年以内（運転資金）

日本政策金融公庫 奈良支店

国民生活事業 0742-36-6700

中小企業事業 0742-35-9910

または

奈良商工会議所 0742-26-6222

⑤
民間系・信用保証付融資

【危機関連保証】

①売上高が前年同月比１５％以上減少している

②セーフティネット保証４号・５号との併用可能

保証率：借入債務の１００％

保証枠：一般枠と別枠で最大2.8億円

⑥
民間系・信用保証付融資

【セーフティネット保証４号】

①売上高が前年同月比２０％以上減少している

保証率：借入債務の１００％

保証枠：一般枠と別枠で最大2.8億円

⑦
民間系・信用保証付融資

【セーフティネット保証５号】

①売上高が前年同月比５％以上減少している

②特に重大な影響が生じてる指定業種である

指定業種の詳細は中小企業庁ＨＰ該当箇所を確認

保証率：借入債務の８０％

保証枠：一般枠と別枠で最大2.8億円

⑧
政府系・無利子無担保融資

【商工中金・危機対応融資】

新型コロナウィルスの影響を受け、最近１カ月の売上高が前年

または前々年同月比５％減少している

貸付額：３億円以内

返済措置：５年以内

商工中金・奈良支店

0742-26-1221

⑨ 持続化給付金

①中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーランスを含む個

人事業者等、その他各種法人等

②新型コロナウィルス感染症の影響を受け、売上が前年同月比

５０％減少している

給付額：２００万円以内（法人）

              １００万円以内（個人事業者）

※ただし売上の減少分を超えないものとする

中小企業 金融・給付金相談窓口

0570-783183

または

近畿経済産業局　相談窓口

06-6966-6110

⑩
【雇用調整助成金】

（コロナ特例措置）

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主、または加え

て解雇等をしていないなど上乗せの要件を満たす事業主

①の助成率 中小２／３、大１／２

②の助成率 中小９／10、大３／４

１日あたり８，３３０円上限

奈良労働局職業安定部

助成金センター

0742-35-6336

⑪
【小学校休業等対応助成金】

（休暇取得支援）

有給休暇を取得した対象労働者に

支払った賃金相当額×１０／１０

１日あたり８，３３０円上限

⑫
【小学校休業等対応支援金】

（フリーランス向け）

小学校等の臨時休業等に伴い、契約した仕事ができなくなった

個人で仕事をする保護者への支援金

１日あたり４，１００円

休業補償

（事業者が申請）

学校等休業助成金・

支援金等相談コールセンター

0120-60-3999

日本政策金融公庫 奈良支店

国民生活事業 0742-36-6700

中小企業事業 0742-35-9910

融資対応は

奈良県信用保証協会

0742-33-0551

申請窓口は

奈良市産業政策課

0742-34-4741

資金繰り

（事業者が申請）
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